
民生費
　26億4,565万円

公債費
　8億1,428万円

土木費
　7億8,932万円

農林水産業費
　6億7,037万円

総務費
　13億4,952万円

民生費
　26億4,565万円

公債費
　8億1,428万円

土木費
　7億8,932万円

農林水産業費
　6億7,037万円

95億
9,820万円

一般会計
歳 入
（収入）

県支出金　6億487万円

繰越金　3億7,565万円

町債　6億2,627万円
町税　44億180万円

県支出金　6億487万円

国庫支出金　7億5,989万円

地方交付税　14億9,129万円

国庫支出金　7億5,989万円

繰入金　1億5,455万円

繰越金　3億7,565万円

その他　4億6,753万円

町債　6億2,627万円

分担金及び負担金　1億6,887万円

※表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと一致しない場合があります。

91億
7,458万円

一般会計
歳 出
（支出）

差額（歳入－歳出）
 42,362
 5,011
 4,258
 597
 155
 0
 0
 0
 6,762
 54,134

歳出決算額
 917,458
 708,705
 360,716
 25,229
 187,455
 1,451
 101,458
 32,396
 46,673
 1,672,836

歳入決算額
 959,820
 713,716
 364,974
 25,826
 187,610
 1,451
 101,458
 32,396
 53,435
 1,726,970

※表示単位未満を四捨五入しており、差引、積み上げと一致しない
　場合があります。

区　分
一 般 会 計
特 別 会 計

 国民健康保険
後期高齢者医療
介 護 保 険
介護サービス
下水道事業
農業集落排水事業

水道事業会計
計

表１　各会計の決算状況 （万円）

地方消費税交付金　3億131万円地方消費税交付金　3億131万円

総務費
　13億4,952万円

商工費　1億4,191万円
議会費　1億5,360万円

消防費　4億7,674万円
その他　328万円
労働費　1億63万円

こう使いました　わが町のお金こう使いました　わが町のお金

町税　44億180万円

地方交付税　14億9,129万円

地方譲与税　1億1,748万円
使用料及び手数料　1億2,870万円 決

算
報
告

決
算
報
告

決
算
報
告

衛生費
　10億2,573万円
衛生費
　10億2,573万円

こう使いました　わが町のお金こう使いました　わが町のお金 平
成
23
年
度

平
成
23
年
度

　
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
は
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
で

し
ょ
う
か
。

　
町
の
会
計
は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
（
６
会
計
）、
企
業

会
計
（
１
会
計
）
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。
一
般
会
計
を
中
心

に
平
成
23
年
度
の
決
算
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

教育費
　10億354万円
教育費
　10億354万円

　

４
番
目
に
多
い
の
は
町
債
で
、
い

わ
ば
町
の
借
金
で
す
。
臨
時
財
政
対

策
債
の
借
入
な
ど
で
、
前
年
度
よ
り

２
億
１
，
５
２
６
万
円
、
25
・
６
％

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
も
、

22
年
度
に
あ
っ
た
学
校
施
設
の
耐
震

補
強
工
事
の
借
入
が
な
く
な
っ
た
こ

と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

支
出
で
は
、住
民
の
健
康
増
進
や
、

高
齢
者
、
障
が
い
者
、
児
童
な
ど
の

福
祉
の
た
め
に
使
っ
た
民
生
費
が
一

番
多
く
、
全
体
の
28
・
８
％
を
占
め

て
い
ま
す
。
自
立
支
援
給
付
費
や
後

期
高
齢
者
医
療
費
負
担
金
の
増
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
１
億
６
，
２

１
５
万
円
、
６
・
５
％
の
増
と
な
っ

す
。
し
か
し
、
収
入
で
は
23
年
度
は

企
業
業
績
に
支
え
ら
れ
町
税
総
額
は

増
え
た
も
の
の
、
世
界
経
済
や
消
費

税
の
増
税
の
影
響
な
ど
景
気
に
不
透

明
感
が
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
団
塊
世

代
の
退
職
な
ど
に
よ
る
個
人
町
民
税

の
落
ち
込
み
な
ど
、
今
後
も
厳
し
い

状
況
が
予
測
さ
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、

限
ら
れ
た
お
金
を
有
効
に
使
う
た
め

『
新
行
財
政
改
革
大
綱
』
を
策
定
し
、

「
自
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
稲
美
町

を
創
る
」
こ
と
を
目
標
に
掲
げ
、
引

き
続
き
財
政
健
全
化
や
サ
ー
ビ
ス
改

革
、
事
業
の
見
直
し
な
ど
の
取
り
組

4
年
連
続
で
貯
金
を
行
い
、
町
の
財

政
は
改
善
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
不
況

に
よ
る
税
収
減
や
社
会
保
障
費
の
増

な
ど
、
町
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
は

依
然
厳
し
く
、
予
断
を
許
さ
な
い
状

況
は
変
わ
ら
な
い
と
い
え
ま
す
。

　

収
入
で
最
も
多
い
の
が
町
税
で

す
。
前
年
度
よ
り
９
，８
７
７
万
円
、

２
・
３
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

企
業
の
業
績
好
調
な
ど
に
よ
り
法
人

町
民
税
が
８
，
８
２
７
万
円
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
多
い
の
が
、
地
方
交
付
税
で

す
。地
方
の
財
政
状
況
に
合
わ
せ
て
、

国
が
分
配
す
る
お
金
で
す
が
、
前
年

度
よ
り
９
，
６
１
８
万
円
、
６
・
９

％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

3
番
目
に
多
い
の
が
国
庫
支
出
金

で
、
福
祉
や
土
木
な
ど
、
い
ろ
い
ろ

な
事
業
に
対
す
る
国
か
ら
の
交
付
金

で
す
。
前
年
度
よ
り
４
億
４
，
１
３

７
万
円
、
36
・
７
％
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
、
22
年
度
に
あ
っ

た
学
校
施
設
の
耐
震
補
強
工
事
の
補

助
金
が
な
く
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ

る
も
の
で
す
。

　

私
た
ち
の
生
活
に
か
か
わ
り
が
深

く
、
福
祉
、
土
木
、
教
育
な
ど
町
の

基
本
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
の
が
一

般
会
計
で
す
。

　

23
年
度
の
一
般
会
計
の
収
入
は
、

95
億
９
，
８
２
０
万
円
で
前
年
度
か

ら
４
・
３
％
減
り
、
支
出
は
91
億
７
，

４
５
８
万
円
で
前
年
度
よ
り
５
・
０

％
減
り
ま
し
た
。
23
年
度
の
決
算
額

が
前
年
度
よ
り
減
っ
た
理
由
は
、
22

年
度
に
あ
っ
た
学
校
施
設
の
耐
震
補

強
工
事
等
が
な
く
な
っ
た
こ
と
な
ど

に
よ
る
も
の
で
す
。

　

収
入
と
支
出
の
差
額
は
、４
億
２
，

３
６
２
万
円
で
す
が
、
こ
こ
か
ら
24

年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
に
必
要
な

金
額
１
，
６
４
２
万
円
を
差
し
引
い

た
実
質
収
支
は
４
億
７
２
０
万
円
の

黒
字
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
支
出
の
削
減
に
努
め
た
結

果
、
3
億
７
，
０
６
９
万
円
の
貯
金

（
基
金
へ
の
積
立
）
も
で
き
ま
し
た
。

て
い
ま
す
。

　

次
に
多
い
の
が
総
務
費
で
、
庁
舎

管
理
や
税
金
の
徴
収
、
戸
籍
や
選
挙

な
ど
の
費
用
で
す
が
、
基
金
へ
の
積

立
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
２
，
２
３

６
万
円
、
１
・
７
％
の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

３
番
目
に
多
い
の
が
衛
生
費
で
、

子
宮
頸
が
ん
等
の
予
防
接
種
や
清
掃

セ
ン
タ
ー
周
辺
対
策
工
事
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
よ
り
７
，
１
８
２
万
円
、

７
・
５
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
少
子
高
齢
化
に
伴
う

社
会
保
障
費
の
増
加
、
借
金
の
返
済

費
用
な
ど
の
支
出
増
が
見
込
ま
れ
ま

み
を
す
す
め
、
支
出
の
節
約
に
努
め

て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

特
別
会
計
の
収
入
は
合
計
で
71
億

３
，７
１
６
万
円
、
支
出
が
70
億
８
，

７
０
５
万
円
で
、
差
引
５
，
０
１
１

万
円
の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
収
入
の
う
ち
11
億
８
，

３
３
３
万
円
は
一
般
会
計
か
ら
の
繰

出
金
で
補
っ
て
い
ま
す
。
介
護
保
険

の
給
付
費
の
増
加
や
下
水
道
工
事
の

借
金
返
済
の
ピ
ー
ク
は
今
後
も
続
き
、

繰
出
金
も
増
加
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

繰
出
金
が
増
え
る
と
町
で
自
由
に
使

え
る
お
金
が
少
な
く
な
り
ま
す
。

　

住
民
の
み
な
さ
ん
に
お
い
し
い
水

を
供
給
す
る
水
道
事
業
会
計
の
収
益

的
収
支
は
、
収
入
が
５
億
３
，
４
３

５
万
円
、
支
出
が
４
億
６
，
６
７
３

万
円
と
な
り
、
６
，
７
６
２
万
円
の

経
常
利
益
と
な
り
ま
し
た
。

●
財
政
健
全
化
判
断
比
率
と

資
金
不
足
比
率

　

財
政
健
全
化
法
に
よ
り
自
治
体
に

は
、
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤

字
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来

負
担
比
率
の
４
指
標
の
公
表
義
務
が

あ
り
、
４
つ
の
う
ち
１
つ
で
も
基
準

を
超
え
る
と
早
期
健
全
化
を
義
務
付

け
ら
れ
ま
す
。

　

23
年
度
決
算
の
実
質
赤
字
比
率
と

連
結
実
質
赤
字
比
率
は
、
会
計
に
赤

字
が
生
じ
て
い
な
い
た
め
基
準
を
ク

リ
ア
し
て
い
ま
す
。
実
質
公
債
費
比

率
は
、
財
政
規
模
に
対
す
る
単
年
度

の
借
金
返
済
額
の
割
合
で
９
・
８
％
、

前
年
度
よ
り
１
・
１
ポ
イ
ン
ト
改
善

し
ま
し
た
。
将
来
負
担
比
率
は
、
一

般
会
計
が
負
担
す
べ
き
借
金
が
一
般

会
計
の
標
準
的
な
年
間
収
入
の
何
年

分
か
と
い
う
割
合
で
49
・
５
％
、
前

年
度
よ
り
21
・
１
ポ
イ
ン
ト
の
改
善

と
な
り
ま
し
た
。
ど
ち
ら
も
基
準
を

ク
リ
ア
し
て
い
ま
す
が
、
油
断
せ
ず

こ
の
ま
ま
健
全
財
政
を
推
進
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
公
営
事
業
会
計
に
お
い
て

は
、
資
金
に
不
足
が
な
い
の
で
資
金

不
足
比
率
は
生
じ
て
い
ま
せ
ん
。
た

だ
し
、
下
水
道
事
業
及
び
農
業
集
落

排
水
事
業
に
つ
い
て
は
、
赤
字
に
な

ら
な
い
よ
う
に
一
般
会
計
が
繰
出
金

で
補
て
ん
し
て
お
り
、
こ
れ
が
一
般

会
計
に
重
い
負
担
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　一般会計　福祉や土木、教育など町の基本的な事
業に関するもの
　特別会計　特定の歳入（保険料や使用料など）
で特定の事業を行うもので、稲美町では国民健
康保険など６会計あります
　企業会計　企業と同じような経理をするもので、
稲美町では水道事業のみ
　地方交付税　町の財政力に応じて国から交付さ
れるお金
　国庫支出金、県支出金　国や県から入ってくる
お金
　臨時財政対策債　交付税の足りない部分を補う
ために国が許可した借金

用語の説明

このページのお問い合わせは、総務課（☎492－9131）

一 

般 

会 

計
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計

行
財
政
改
革
を
実
施
中

特 

別 

会 

計

特 

別 

会 

計

特 

別 

会 

計

特 

別 

会 

計

企 
業 

会 

計

企 
業 
会 

計

企 
業 
会 

計

企 
業 
会 

計

（
水
道
事
業
会
計
）

表２　健全化判断比率（％）
実質赤字比率
（早期健全化基準）

－
（14.23）

連結実質赤字比率
（早期健全化基準）

－
（19.23）

実質公債費比率
（早期健全化基準）

9.8
（25.0）

将来負担比率
（早期健全化基準）

49.5
（350.0）

表３　資金不足比率　 （％）
下水道事業特別会計
（経営健全化基準）

－
（20.0）

農業集落排水事業特別会計
（経営健全化基準）

－
（20.0）

水道事業会計
（経営健全化基準）

－
（20.0）

※「－」は赤字が生じていない状態
　です。

※「－」は資金不足が生じていない
　状態です。

歳
出
削
減
に
よ
り

黒
字
を
確
保

法
人
町
民
税
が
増
加

歳 入

福
祉
に
多
く
の
費
用

歳 出
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